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研究成果の概要（和文）： 

 

地域研究者が土地利用図を作成するために必要な空間情報科学の最新技術について、その有用

性と限界を検討した。具体的には、正規化法による地形補正、オブジェクトベースの分類法に

よる土地被覆分類、数値表層モデルの分析による地理的変数の生成が、小地域を対象にした土

地利用図の作成に有用であることが明らかになった。さらに、アジア・オセアニア地域におけ

る土地利用・土地被覆の変化にかかわるメカニズムの個別性と普遍性を整理した。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 
In the present study, we investigated the applicability of some of new technologies of 
geoinformatics to land use/cover analysis in small regions. Object-based land cover 
classification method worked to produce land cover maps in humid tropical regions, while 
digital surface model produced by satellite images provided sufficient information for 
the geographic analysis of land use patterns at community level. It was also reported 
that mechanisms of land use change in Asia-Pacific regions have both global and regional 
contexts.   
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１．研究開始当初の背景 
 
開発と環境保全にかかわる地域研究にお

いて、空間利用分析の重要性は古くから指摘
されてきたものの十分な成果はあげられて

いない。とくに途上国における人口急増によ
り人間-環境系の持続が危機に瀕している現
在、人間活動による土地利用・土地被覆への
影響を詳細に解明することは急務といえよ
う。研究が立ち遅れている主たる理由は、フ
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ィールドワークに基づく小集団での詳細な
データがあるにもかかわらず、それを広域に
敷衍する、あるいは一般化する方法論が欠如
していたためである。 
 本研究課題の代表者ならびに分担者は、こ
れまでアジア・オセアニアのさまざまな環境
条件に生きる人類集団を対象に、人々の土地
利用・資源利用・行動適応に関する調査実績
を積み重ねてきた。その過程で、衛星リモー
トセンシングによる地上情報の分析技術、地
理情報科学（ＧＩＳ）をもちいたデータ管理
ならびに分析、汎地球測位システム（ＧＰＳ）
を利用した土地利用調査など、いわゆる空間
情報科学の方法論に着目し、小集団を対象に
した調査・研究に応用することの有効性を検
討してきた。特に、2000 年より運用が開始さ
れたイコノスをはじめとする超高解像度衛
星データは、ランドサットなどの中解像度衛
星の 900 倍の地上情報を有しているために、
地上踏査によって得られた詳細な資源利用
データとの統合が可能となった。 
 
２．研究の目的 
 
本研究課題の目的は、めざましい速度で発

展する空間情報科学の最新技術を地域研究
者による空間利用分析に応用することによ
って、集団レベルの土地利用・土地被覆、さ
らには資源利用を明らかにするための新し
い方法論を確立し、アジア・オセアニアにお
ける人間－環境系モデルを構築することに
ある。この目的を達成するために、代表者の
グループ（梅崎：パプアニューギニア、蒋：
中国・海南省）に加えて、複数の分担者のグ
ループ（河野：タイ・ベトナム、西谷：中国
雲南省、大久保：インドネシア、富田：ラオ
ス）との共同による研究組織を立ち上げた。
これによって、それぞれのグループがこれま
で独自に確立させてきた方法論を比較検討
すること、またアジア・オセアニアのさまざ
まな社会自然環境条件における人間の行動
と土地利用・資源利用のダイナミズムを整理
することが可能となった。 
最近の空間情報科学の展開のなかで、地域

研究者による空間利用分析に貢献する可能
性の高い技術は、（１）オブジェクトベース
の土地被覆分類手法、（２）衛星観測によっ
て可能となった地球全域を対象とした数値
標高モデルあるいは数値表層モデル（たとえ
ば、SRTM、ALOS）、（３）空間クラスターの検
出手法に代表される空間統計学の３つに大
別される。 
オブジェクトベースの土地被覆分析は、医

学領域における画像診断の分野で発展して
きた技術を応用するものであり、ドイツの
DIFINIENS 社のもつ特許技術に依拠したソフ
トウェア (DEFINES)によって、地上のスペク

トラムパタン（太陽光線の反射特性）に加え
てテクスチャ情報（視覚的認識に近い構造パ
タン）を分析に用いるものである。地上のス
ペクトラムパタンだけに依存した従来の技
術を高解像度衛星の分析に適用すると、土地
の色、土壌の水分量、植生などの微細な違い
を土地被覆の違いとして認識するために、土
地被覆の分類結果と実際の土地利用が対応
しないという問題が生じる。オブジェクトベ
ースの土地被覆分類は、理論的にはこの問題
に対して有効に対処できることが空間情報
科学の分野で予想されているが、詳細な地上
データによる検討は不十分であり、その利点
と欠点を整理することによる方法論の確立
が望まれている。 
 数値標高モデルあるいは数値表層モデル
は、任意のメッシュごとに地表あるいは地表
被覆物の表層部の標高値を記録したもので
ある。たとえば、スペースシャトルのミッシ
ョンで作成された SRTM は、地球のほぼ全域
を対象に 90 メートル×90 メートルごとの標
高値を提供するものである。簡単にいえば、
これは土地利用・土地被覆データに 3次元の
情報を付加するものであり、地理情報科学の
アルゴリズムを適用することにより、地表の
任意のポイントごとに標高、斜度、方向など
の属性情報を計算することができる。これら
の情報は、人間活動の結果としての土地利
用・土地被覆が、どのような地理的な制約を
受けているか（たとえば、どのような斜度の
場所に畑がつくられるか、そのような場所が
集団のテリトリーのどのくらいの面積を占
めるか）についての分析を可能にする。 
 空間クラスターの検出手法は、空間統計学
のなかでも急速に発展している分野である。
たとえば、対象とするイベントが集積してい
る空間を統計的に検出する方法により、原因
不明の疾患の発生（たとえば、変異型クロイ
ツェフヤコブ病）が集積する空間を検出する
ことで、発生に関係する可能性のある環境要
因を探索する分析などにおいて成果をあげ
ている。 
 本研究課題では、代表者ならびに分担者が
調査の実績をもち、土地利用・土地被覆につ
いての地理情報システムのデータベースを
構築してきた地域（パプアニューギニア、中
国・海南省、タイ、ベトナム、中国・雲南省、
インドネシア、ラオス）を対象に、まず、従
来の分析方法論を検討することにより問題
点を整理し、さらに、オブジェクトベースの
土地被覆分類法を適用した結果との比較検
討をおこなう。さらに、数値標高モデル/数
値表層モデルを用いて地理的属性とのかか
わりを分析し、土地被覆・土地利用パタンに
空間統計学的を適用する。最終的な目標は、
アジア・オセアニアにおける土地利用・資源
利用にかかわる人間活動の多様性を説明す



 

 

る要因を整理することである。 
 
３．研究の方法 
 
本研究課題で対象とする 6地域においては、

代表者ならびに分担者が地域研究の実績を
有しており、地域レベルを対象にした、コロ
ナ衛星・航空写真・ランドサット衛星をもち
いた土地利用の経年変化データベース、ある
いは村落レベルを対象にした詳細な土地被
覆・土地利用データベースが構築されている。 
 本研究課題においては、新たな現地調査に
よってこのデータベースを更新するととも
に、新しい空間情報科学の技術（オブジェク
トベースの土地利用分類、数値標高データ、
空間統計学）を適用した再分析をおこなうこ
とで、地域研究者にとって利便性のたかい方
法論を確立する。さらに、6 地域を対象にし
た分析結果を比較検討することにより、アジ
ア・オセアニア地域の多様な社会自然環境条
件における土地利用・土地被覆あるいはそれ
を生み出した人間活動の多様性を説明する
要因を探索する。 
  
４．研究成果 
 
本研究課題の成果を、以下の 4つに大別し

て説明する。 
 
（１）簡便な地形効果補正法の検討 
 衛星データの「地形補正」手法として、正
規化法（小野法）の適用可能性を検討した。
正規化法では、まず、それぞれのバンドの DN
（元データ）を反射率に変換し、レイリー散
乱を除いたバンド値をもとめる。そのバンド
値の相加平均で、バンド値を除算することに
より地形効果の補正が可能となる。 
 分担研究者である星川がランドサット TM
衛星を対象に検討した結果によると（未発表
データ）、裸地では全てのバンドに対して高
い補正効果があるものの、植生域ではバンド
３およびバンド４に対してのみ高い補正効
果があることが明らかになった。このように、
地表の状況により正規化法（小野法）の適用
範囲は限定されるものの、他の補正手法では
前提とされる数値標高モデルが正規化法で
は必要とされないため、地形図の整備が不十
分な途上国を対象とする研究者には適用範
囲の広い方法であると判断された。 
 
（２）オブジェクトベースの土地被覆分類法
の検討 
 一般的な土地被覆分類法は、地表の土地被
覆分類ごとのスペクトラムパタンが異なる
ことを前提としている。したがって、圃場整
備が完了した畑のそれぞれに単一の作物が
植えられているような地域など、土地被覆の

分類が明確で、その境界線がはっきりしてい
るような地域においては有効である。しかし
ながら、この方法は、湿潤熱帯地域において
おこなわれる焼畑農耕のように、畑のなかに
さまざまな作物が混植され、しかも耕作中の
畑から二次林前の植生遷移が連続的にすす
むような農耕がおこなわれている地域では、
必ずしも有効ではない。 
 本研究課題では、このような地域において
有効な土地利用分類法として、オブジェクト
ベースの土地利用分類法の検討をおこなっ
た。分担研究者の大久保は、水田耕作と焼畑
を含むさまざまなタイプの畑が耕作される
インドネシア・ジャワ島の１地域において、
クイックバード衛星データによる土地被覆/
利用分類を試みた（文献：１）。大久保は、
テクスチャ情報を取得するための適切なウ
ィンドウサイズの検討、適切な判別ルールの
階層構造の構築により、対象とした地域を１
２カテゴリーの土地被覆/利用に分類するこ
とに成功した（分類精度はおよそ９０％）。
現在、大久保の手法を他の地域に応用するた
めの検討を継続している。 
 
（３）衛星観測によって整備された数値標高
モデル／数値表層モデルの検討 
 本研究課題では、ALOS衛星の取得したデー
タより生成された数値表層モデル（10メート
ルメッシュ）の有用性を検討した。具体的に
は、数値表層モデルよりメッシュごとの地理
的変数（標高、斜度、方位、水の集積量）を
抽出し、雲南省・者米谷において分担研究者
の西谷が収集した４つの民族集落ごとの詳
細な土地利用データとの関連を分析した（文
献：２）。その結果、数値標高モデルの分析
により、それぞれの民族集落のおかれた生態
学的な環境を評価することが可能になった
ほか、土地利用分類ごとの地理的変数のパタ
ンが明らかになった。たとえば、緩斜面の尐
ない民族集落では、レモングラスなどの換金
作物に依存する傾向があり、また耕作に適し
た土地の面積は、現場でイメージされるより
も尐ないこと、すなわち対象とした民族集落
ではその環境の人口支持力に近いレベルで
の環境利用が行われていることが明らかに
なった。 
 ALOS の生成する数値表層モデルの地表解
像度は 10メートルであり、SRTM(スペースシ
ャトルのミッションによって収集されたも
の；地表解像度 90 メートル)に比較すると、
地域研究者にとっての有用性は大きい。そこ
から地理的変数を生成するためのアルゴリ
ズムは一般的な地理情報システムのソフト
ウェアにも実装されており、今後、広く活用
されることになると考えられる。 
 
（４）アジア・オセアニアにおける土地利用



 

 

変化のメカニズム 
 本研究課題の代表者・分担者は、中国、ベ
トナム、ラオス、タイ、インドネシア、パプ
アニューギニアでの詳細な土地利用分析の
経験を有していた。研究会では、代表者と分
担者が、それぞれの分析した土地利用と変化、
その背景と要因についての知見を報告した。
それに加えて、ソロモン、バングラデシュ、
日本、イギリス、モンゴルなどで調査経験を
もつゲストスピーカーを招聘し、アジア・オ
セアニアを中心とする地域の土地利用とそ
の変化のメカニズムに近接することを試み
た。 
 この過程で明らかになったことは、土地利
用とその変化のメカニズムは、グローバルレ
ベルで土地利用変化に関連する要因と、それ
ぞれの地域のおかれたコンテクストごとに
土地利用変化に関連する要因に分けて考え
るのが適当だということである。 
 グローバルレベルで土地利用変化に関連
する要因として重要なのは、インドネシアの
「緑の革命」、中国の「ハイブリッド種の導
入」、バングラデシュの「ボロ」と呼ばれる
米品種の導入に象徴されるような、集団の生
存基盤となる作物の生産性の向上である。こ
の背景には、食料問題への懸念を背景にすす
められた農学分野における基礎研究が予想
以上の成果をあげたという事情がある。アジ
ア・オセアニア地域では全体としての食料生
産が安定し、余剰となった土地と労働力が市
場経済と連結した活動（換金作物栽培、手稼
ぎ労働）へと転用されることとなった。結果
的に、本研究課題で検討した全ての地域で市
場経済に連結した活動のための土地利用が
増加していた。 
一方、道路、電気、飲料水など、ベーシッ

クヒューマンニーズ（BHN）にかかわるイン
フラ整備が急速にすすんだことも重要な背
景となっていた。このことは、アマルティ
ア・センなどによって提唱された「下からの」
開発論が、1980年以降、国際労働機関（ILO）
をはじめとする多くの国連機関における主
要な開発戦略となったことと無関係ではな
いだろう。インフラが整備されたことで、市
場経済への参加にかかわる個人間の公平性
が確保されることになり、世帯あるいはコミ
ュニティーで余剰となった土地・労働力が市
場経済活動へと生かされる基本的な条件が
整い、市場経済にかかわる土地利用が増加し
た。 
 結果として、人々の社会・認識・信仰を裏
打ちする存在であった「自然」にかかわる土
地利用が減尐した。ここでいう「自然」とは、
バイオマスなど狭義の意味に加えて、「人々
の生活の場」という意味を含むものである。
在来農耕が「自然」のなかでおこなわれると
いう性格上、在来農耕に従事する人々は「自

然」のジェネラリストとして深い知識と理解
をもっていた。このことは、村の長老にかつ
ての生業について話を聞く際に、とめどなく
語られる森や川の生き物、そこに住む霊的な
存在、生業にかかわる論理についてのナラテ
ィブからうかがいしることができる。市場経
済化とインフラ整備がもたらしたものは、そ
のような「自然」にかかわる土地利用の消失
であった。 
  
（５）今後の展望 
 空間情報科学の技術の進歩とその利便性
の向上により、地域研究者がみずから衛星デ
ータを購入し、土地利用図を作成する時代が
到来したといえる。本研究課題では、衛星デ
ータの補正法、土地利用分類法、数値標高モ
デル／数値表層モデルの活用法などの方法
論を、リモートセンシングを専門としない地
域研究者を想定し、その視点から検討した。
その結果、いずれの方法も適用限界をもつ一
方で、それを超える実用性をもつことが明ら
かになった。地域研究が、土地利用図を前提
としておこなわれ、その結果として、さらに
は収集されるデータがジオコーディングさ
れるようになると、分野を超えたデータの活
用が活発になり、新たな研究の進展につなが
ると考えている。その段階になれば、本研究
では十分に検討ができなかった空間統計学
の応用可能性についても明らかになるだろ
う。 
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